
 

 

相模原市監査委員公表第２２号 

  

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の３８第６項の規定により、平

成１８年度、平成２８年度、平成２９年度及び令和元年度の包括外部監査の結果に

基づき措置を講じた旨、市長から通知があったので、当該通知に係る事項を次のと

おり公表する。 

 

令和２年８月１２日 

 

 

相模原市監査委員 彦 根   啓 

 

 

同        橋 本 愼 一 

 

 

同        久保田 浩 孝 

 

 

同        大 槻 和 弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成１８年度） 

少子高齢化対応事業の財務事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  保健福祉部保育課及び関係各部課並びに経済部産業振興課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日    令和２年８月６日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【小児急病診療事業委託】  

委託料の積算根拠について 

 小児急病診療事業委託の目的は体制

整備であり、診療収入増に伴う余剰金

については、医師会全体の事業費や運

営費に充てられ、公益的な活動に対し

て使用してもらっているとのことであ

る。しかしながら、委託料の精算が経

費実績のみにより行われ、経費から控

除される診療収入は当初の見込みのま

まであるため、委託料の積算根拠が不

明確であるだけでなく、委託料に対す

る成果の範囲が分かりづらくなってい

る。 

 市として医師会の活動を支援する必

要があれば、補助金等で対応すること

も可能であり、余剰金の扱いについて

は、改めて委託先である医師会と協議

すべきである。 

 小児科医療を取り巻く厳しい環境の

中で、市が休日夜間の小児急病患者の

受け皿を確保していくことは、少子化

【小児急病診療事業委託】  

委託料の積算根拠について 

当該委託契約は、平成２４年度まで

前金払で払っていたが、平成２１年度

予算から平成２４年度予算までにおい

ては過年度の診療収入の実績を考慮し

た委託料の減額を行い、平成２５年度

からは支払方法を概算払に変更し、当

該年度の診療収入の実績に応じて委託

料の精算を行うこととした。 

また、当該委託料を含む急病診療事

業を構成する委託事業(４事業)と補助

事業(２事業)について、市と医師会に

おいて事業主体の再確認を行った結

果、急病診療事業は市の本来業務であ

るため、市が事業主体となり医師会へ

委託することが適切であると判断し、  

令和２年度から、「休日夜間急病診療事

業(初期救急)」として、委託事業に集

約した。 

 



 

 

対策の中でも特に重要な政策の一つで

あると思われる。今後、本事業を確実

かつ経済性に留意しつつ継続していく

ためにも、改めて委託料の積算根拠及

び精算方法を明確にし、必要な運営コ

ストを負担していくことが必要であ

る。 

 (報告書 ５５頁～５６頁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成２８年度） 

補助金に係る財務に関する事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  補助金の予算額が原則として３００万円以上の関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日    令和２年８月６日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【高度医療機器共同利用事業補助金】  

診療報酬（MRI）と高度医療機器使用

料（CR）では必要経費を賄えないため

に補助金が発生しているが、補助金の

目的は高度医療機器の整備により達成

されていると考えるべきで、事業の赤

字補てんの理由にはならない。 

 整備費の補助と機器の稼働率等から

判断すれば、赤字にならないはずのも

のと考えられるので、医師会の負担と

機器使用料の見直しが必要である。 

高度医療機器使用料の算定の見直し

と費用の削減について医師会と協議

し、補助金の廃止ないしは大幅な削減

を行うべきである。 

(報告書 ４８頁) 

【高度医療機器共同利用事業補助金】 

 ＭＲＩ共同利用については、ＭＲＩ

を所有する医療機関の増加及び医療機

関間における連携の進展により、ＭＲ

Ｉ共同利用事業の役目は終了したと判

断し、令和元年度末をもって同事業は

終了した。 

また、ＣＲ共同利用については、主

な使用目的が市医師会に委託している

がん施設検診に必要不可欠なものであ

るため、市医師会と協議し、経費の整

理と内容の精査を行った上で、令和２

年度予算から「がん施設検診委託」に

移管した。 

以上のことから、当該補助金は、令

和元年度末をもって廃止した。 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成２９年度） 

相模原市の外郭団体に係る財務に関する事務の執行及び当該団体の出納その他

の事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  相模原市の外郭団体（１２団体）及び関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日    令和２年８月６日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【一般社団法人相模原市観光協会】  

内部管理体制について 

支払いの承認や残高の照合といった

手続が内規に定められているが、実際

は規程に従った運用がなされておら

ず、規程が形骸化し、相互牽制が働く

体制になっていない。現在の規模で最

低限必要な承認や相互確認といった手

続を再検討の上、人員体制含め、管理

体制を抜本的に見直すとともに、規程

類の再整備を行うべきである。 

 (報告書 １９０頁) 

【一般社団法人相模原市観光協会】  

内部管理体制について 

経理に関する承認手続等が規程に定

められたとおりに行われていなかった

ことについては、法人内の不適切な実

務慣習を前例踏襲によって継続してい

た結果である。 

平成３０年度、事務分掌の見直しに

より経理担当職員の増員を行い、会計

伝票の承認については、所属職員に対

して改めて規程遵守を徹底した。 

また、経理の透明性等を図るため、

令和元年度から月次決算を導入し、専

決規程に基づく承認が行われ、会計規

程に基づいた、適正な経理処理が行わ

れている。 

 

 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（令和元年度） 

委託に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  平成３０年度に委託事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日    令和２年８月６日       

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

１.【介護保険システム改修作業委託

（平成３０年度法改正対応）】  

業務委託仕様書等の整合性について 

本委託業務は、日本電気株式会社製

の法改正に係るパッケージソフトを市

の仕様に改修し介護保険システムに導

入するものである。 

仕様書に記載されている委託業務の

内容と委託先からの見積書の記載内容

の整合が取れていない。また、委託先

からの再委託承認申請書に基づいて業

務の一部を再委託しているが、仕様書

と再委託承認申請書の記載内容も整合

が取れていない。 

業務委託仕様書、見積書、再委託承

認申請書の一連の書類について整合性

を保つ必要がある。また、再委託を行

う場合は、仕様書のどの部分が再委託

されているのか、その金額はどの程度

なのかを確認する必要がある。 

 (報告書 １００頁) 

 

１.【介護保険システム改修作業委託

（平成３０年度法改正対応）】  

業務委託仕様書等の整合性について 

介護保険システム改修作業委託に係

る業務委託仕様書にパッケージソフト

導入に関する記載が確認不足により漏

れていたことから、受託者作成の見積

書及び受託者が一部業務を再委託した

際に徴した再委託承認申請書の記載内

容との間に不整合が生じ、また、委託

業務全体の中で再委託業務がどの部分

に当たり、その金額がいくらかという

ことが不明確になっていた。 

令和元年度の同契約においては、業

務委託仕様書にパッケージソフト導入

に関する記載を追加することにより委

託業務の全てを網羅し、各書類間の整

合を図るとともに、再委託承認申請書

の記載内容と見積書を照合することで

再委託業務の内容や金額を把握し適切

に承認が行えるよう改善した。 

 



 

 

２.【妊婦健康診査事業】  

実施報告書の提出遅延について 

 助産所との契約分について、健康診

査が実施された翌月１５日までに補助

券を添付して、市に妊婦健康診査実施

報告書兼請求書を提出することになっ

ている。 

 しかしながら、実施報告書の提出が

遅れ、２か月分を同時に提出している

事例が見受けられた。翌月１５日まで

に実施報告書が提出されるよう助産所

に対応を求める必要がある。 

(報告書 １０９頁) 

 

３.【乳幼児健康診査事業】 

契約書の規定の見直しについて 

 受注者である市医師会は、乳幼児健

康診査実施報告書を市に提出しなけれ

ばならない。しかしながら、実施報告

書は、市医師会からではなく協力医療

機関から直接市に提出されていた。 

 実施要領では、健康診査を実施した

協力医療機関が市に実施報告書を提出

することとされている。契約書の規定

と実施要領の規定とが整合していない

状況にあり、契約書の規定を見直す必

要がある。 

(報告書 １１１頁) 

 

 

２.【妊婦健康診査事業】  

実施報告書の提出遅延について 

請求書が実績報告書を兼ねていたこ

とにより、助産所から請求がない場

合、実績がないか提出漏れかを確認で

きなかったことから、令和元年度以降

については報告書と請求書を別様式と

し、実績がない場合にも報告を受ける

運用に改めた。 

また、助産所に対しては、改めて提

出期限を遵守するよう周知徹底を図っ

た。 

 

 

３.【乳幼児健康診査事業】 

契約書の規定の見直しについて 

乳幼児健康診査の実施報告について

は、発達障害等の早期把握及び対応を

図るため、実施要領に基づき健康診査

を実施した協力医療機関から市が直接

報告書の提出を受け、同時に医師会へ

も同内容の報告が行われる運用となっ

ており、市と医師会との間で合意がな

されていた。 

令和２年度以降については、契約書

の規定を実際の運用及び実施要領に合

わせた上で契約を締結し、指摘にあっ

た記載内容の不整合の解消が図られ

た。 

 



 

 

【無料職業紹介事業管理運営業務委

託】 

４. 総価単価契約における契約書の表

記について 

 求人開拓業務、求職者支援講座実施

業務について、契約書に記載された金

額は契約の上限額のみであって単価、

予定数量の表記がなく、仕様書にも表

記がない。総価単価契約部分について

は、市は見積書の単価を用いて計算し

ているとのことであった。契約書には

上限額のみでなく単価と予定数量を記

載する必要がある。 

 (報告書 １１９頁) 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 再委託の承認について 

委託先は、本事業に係る業務の一部

を他の事業者へ再委託したいとして市

に「個人情報の取扱いに係る再委託承

認申請書」を平成３０年４月１日付で

【無料職業紹介事業管理運営業務委

託】  

４. 総価単価契約における契約書の表

記について 

 本件は、総価単価業務について、単

価と予定数量を契約書に記載すべきで

あったところ、上限額のみ表示してい

たものであって、契約事務の手引きに

基づく総価単価契約の表示方法につい

ての確認作業が疎かになっていたこと

によるものである。 

なお、見積書の単価をそのまま契約

単価として認識し、業務完了報告書と

請求書に基づき委託料の支払い事務を

行っていたため、契約書に単価の表示

はなかったものの支払い金額に誤りは

生じていない。 

令和２年度からは、契約書の総価単

価契約部分について、単価と予定数量

を記載した。今後は契約事務の手引き

に基づく契約書記載事項のチェックリ

ストを作成し、決裁時に活用するな

ど、チェック機能を強化し、確認漏れ

を防ぐこととした。 

 

５. 再委託の承認について 

 本件は、再委託協議を書面によらず

口頭のみで承認し、個人情報の取扱い

に係る再委託承認申請書を受理するこ

とで契約書第１７条に定める協議が整



 

 

提出し、市はこれを承認している。た

だし、業務委託契約書第１７条に定め

る協議に関する協議書類は作成されて

いない。再委託の承認にあたっては金

額を明らかにする必要があるととも

に、再委託に関する契約書案を徴取す

るなどして再委託の内容を吟味し、委

託先との協議についての記録を書面で

残しておく必要がある。 

 さらに、委託先から提出された業務

完了報告書(年報)には、求職者支援講

座が再委託により実施されたことにつ

いての記載がないため、再委託の実態

があいまいとなっている。市は、再委

託が承認したとおりに実施されている

かを確認する必要がある。 

(報告書 １２０頁) 

ったものと誤認していたことによるも

のである。 

なお、再委託を承認するに当たって

は、再委託相手方に相当のノウハウが

あり、再委託金額も契約金額の内訳

（求職者支援講座実施業務）と同額で

あるなどの理由から妥当であると判断

した。 

 今後については、再委託の内容を吟

味し、協議記録を残すことについて、

課内周知を徹底するとともに、契約課

通知で示されている「再委託の留意

点」等についてチェックリストを作成

し、再委託申請承認の決裁時に活用す

るなど、複数人でチェックを行うこと

や、業務完了報告書にも再委託として

の実施事業内容を記載させることで確

認漏れを防ぐこととした。 

なお、求職者支援講座について、改

めて再委託の必要性を検討した結果、

委託先によるノウハウ蓄積により、委

託先で実施が可能と判断したため、令

和元年度から再委託を行わず、委託先

において直接運営するよう見直しを図

った。 

 

 


